（建6-122）東員町まちづくり基本方針検討業務委託　仕様書
第１章　総則

（適用範囲）

第１条　本仕様書は、東員町（以下「甲」という。）が実施する東員町まちづくり基本方針検討業務委託（以下「本業務」という。）について必要な事項を定めるものとする。

（目的）

第２条　全国的な人口減少、少子高齢化は本町も例外ではなく、町北部に位置するネオポリス団地を主として少子高齢化及び人口の減少が続いている。人口減少とそれに伴う経済・産業活動の縮小によって町の税収入が減少し、その一方で、高齢化の進行から社会保障費の増加が見込まれ、町財政はますます厳しさを増していくことが予想される。こうした状況が続いた場合、一部の行政サービスを廃止、又はサービスの質が低下し、結果として生活の利便性が低下するといった事象が生じることも考えられる。
東員町の地域特性として、既存集落からなる町中南部の「在来地域」、昭和40、50年代に整備された住宅団地である町北部の「ネオポリス地域」の2極化した構成（拠点）があげられる。現在、急速な高齢化に伴う課題が生じているネオポリス地域に対し、土地利用規制等の法律により地区によって人口増減の差が激しい在来地域など、それぞれの拠点によって抱えている課題が異なる。こうした課題を多角的な面から抽出し、それぞれの課題を有機的に結び付け、町の将来像を描き、効率的な行政運営ができる仕組みを検討する必要がある。
本業務は、東員町のこれらの拠点を中心に統計情報等を踏まえ、市街化動向や人口変化、公共施設（道路・施設）配置や民間企業（商業・産業）の立地状況、類似地区の事例等を調査、分析し、今後の持続可能なまちづくりに向けた町の課題を洗い出すため、庁内検討委員会を設置する。この庁内検討委員会において協議を行いながら都市計画から見た今後のまちづくりの方向性を定めることを目的とする。
（準拠する法令等）

第３条　本業務の実施にあたっては、本仕様書によるほか、次の関係法令等に準拠して履行するものとする。
（１）都市計画法（昭和43年法律第100号）
（２）都市計画法運用指針（平成12年12月28日付け建設省都計発第92号）
（３）三重県都市計画基礎調査「製品仕様書及びデータ定義書」

（４）東員町諸規則及び各種要綱･要領並びにその他の関係法令
（疑義）

第４条　本仕様書及び適用図書等に明示なき事項又は疑義を生じた場合は、甲と受注者（以下「乙」という。）が協議し、乙は、監督職員の指示を受けることとする。
　
（管理技術者）

第５条　乙は、次の要件を満たす管理技術者を定め、甲に通知するものとする｡
（１）管理技術者は、技術士（建設部門：都市及び地方計画）の資格を保有する者とする。
（２）管理技術者は、照査技術者を兼ねることはできない。
（担当技術者）

第６条　乙は、次の要件を満たす担当技術者を定め、甲に通知するものとする｡
（１）業務においてGISデータを活用することから、担当技術者のうち少なくとも１名は、測量士資格及び地理情報システム学会GIS資格認定協会が認定するGIS上級技術者資格を保有する者とする。
（２）担当技術者は、照査技術者を兼ねることはできない。
（照査技術者及び照査の実施）

第７条　乙は、次の要件を満たす照査技術者を定め、甲に通知するとともに照査計画を作成し、この照査計画に従い照査を実施するものとする｡
（１）照査技術者は、技術士（建設部門：都市及び地方計画）又は技術士補（建設部門）の資格を保有する者とする。
（２）照査技術者は、管理技術者及び担当技術者を兼ねることはできない。
（提出書類）

第８条　乙は、甲が指定した様式により、契約締結後に次に掲げる関係書類を遅滞なく提出し、監督職員の承諾を受けるものとする。
（１）業務着手届
（２）業務計画書　
（３）業務工程表
（４）管理技術者及び担当技術者並びに照査技術者選任通知書
（５）その他、甲が必要と認める書類
※契約締結後14日以内に業務計画書及び業務工程表を監督職員に提出すること。
（打合せ等）

第９条　本業務の趣旨を熟知し、業務期間中に甲と打合せを綿密に行い、進捗状況を随時報告するとともに、打合せ議事録を作成し、都度、電子メールの活用など効率の良い方法を用いて提出するものとする。
（資料の貸与及び返却）

第10条 本業務を実施するにあたり、甲は必要な書類を乙へ貸与するものとする。なお、三重県が

所有する資料については、その借用にあたり甲が調整するものとする。また、乙は貸与した資料については、借用にあたり甲に借用書を提出することとし、貸与された資料の取扱いは慎重に行い、厳重に保管するとともに必要がなくなった場合は直ちに返却するものとする。
（工程管理及び進捗状況報告）
第11条 乙は、業務計画書に基づき適切な工程管理を行い、業務進捗状況を随時報告しなけれ
ばならない。なお、甲より進捗状況の報告を請求された場合は、速やかに報告しなければならない。また、業務日報は、監督職員が提出を要求したとき速やかに提出する。
（個人情報の取り扱い）

第12条 乙は、別記「個人情報の取扱いに関する特記事項」に従い、本業務を実施するものとする。
（成果品の瑕疵）

第13条 成果品は、甲の検査合格をもって納品されたものとする。また、納品後に成果品の瑕疵が
発見された場合は乙の責により必要な修正を行うものとする。
（成果品の帰属）

第14条 本業務における成果品及び作業で作成したデータ類は、すべて甲に帰属するものとし、乙
は許可なくこれを使用、流用してはならない。なお、既に他に著作権がある資料を利用した場合はこの限りではない。また、成果品の中で他の文献、資料等を引用した場合には、出典名を報告書に明記する。
（暴力団等による不当介入を受けた場合の措置）

第15条 暴力団等による不当介入を受けた場合の措置は次のとおりとする。
（１）受注者は暴力団等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに不当介入があった時点で速やかに所轄の警察署に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。

（２）（１）により所轄の警察署に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、
速やかに発注者に報告すること。発注者への報告は必ず文書で行うこと。
（３）受注者は暴力団等により不当介入を受けたことから履行計画に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うこと。
第２章　業務内容

（業務対象区域）

第16条 本業務の対象区域は、東員町全域とする。

（業務内容）

第17条 本業務の内容は、次のとおりとする。

Ⅰ　計画準備
（１）業務計画作成

（２）基礎資料収集

Ⅱ　東員町まちづくりの基本方針検討（「ネオポリス」と「在来地区」を拠点として）
（１）社会条件の把握
１）社会情勢の把握
２）上位関連計画の整理
３）統計情報等の整理
４）既存の個別計画・アンケート等の既存資料の整理

（２）まちづくり課題の抽出と整理
１）都市課題の分析

①まちづくり課題の抽出・分析
②人口や教育、福祉といった多角的な面からの視点整理
③重点課題の設定
④まちづくり課題の抽出（GISによるメッシュ分析・統計情報分析）
２）課題を踏まえた類似地区の事例調査
３）重点まちづくりエリアの抽出

①分級評価の実施

②まちづくりエリア候補地抽出（カルテ作成）

③重点課題への対応評価

４）東員町まちづくり基本方針（構想図素案）
Ⅲ　庁内検討委員会の運営支援（5回）
　　　※但し、会議への出席は3回程度とする
Ⅳ　報告書作成
Ⅴ　打合せ協議（3回）
第３章　成果品

（成果の提出）

第18条 本業務の成果品は、次のとおりとする。
1 まちづくり基本方針検討業務報告書　　　　　　　　　　　　２部
2 その他協議により必要と認められる資料　　　　　　　　　　１式
3 上記①～②の電子データ　　　　　　　　　　　　　　　　　１式
（納期）

第19条 本業務に係る成果品の納期は、契約締結の日から令和 7年 3月31日までとする。
（納品場所）

第20条 本業務の納品場所は、東員町役場　建設課とする。
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